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業界動向をつかんだら、自店で
取組むテーマを探してみましょう。
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自店の困りごとを
「生産性＆効率アップ
必勝ガイド」で
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具体的な取組方法を
「デジタル化推進の手引き
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生衛業を取り巻くデジタル化の波

世界に広がった新型コロナウイルス感染症により、デジタルを活用した消費
活動が増大し、それによりデジタル経済も進展しています。

企業は、事業の拡大や業務の効率化にデジタル技術を活用し、経営課題の解
決に取り組んでいます。一方、消費者は、老若男女問わずモバイル端末を所
有し、情報収集から購買までインターネットを利用した消費が活発化してい
ます。

政府はデジタル社会の実現のため、2021 年 9 月にはデジタル庁を設立し、
社会全体のデジタル化を推進する取組を牽引しています。マイナンバー制度
や公金受取口座登録制度もその 1 つです。

また、誰一人取り残されないデジタル化を推進するため、国や自治体ではデ
ジタル化を進める事業者に対し、支援事業を行っています。「IT 導入補助金」  
など積極的に活用し、生衛業においてもデジタル化に取り組みましょう。

少子高齢化
労働者人口減少

人手不足

消費者行動の変化
インターネット
ショッピング

感染症の脅威
インバウンド減
働き方の変化

在宅勤務増・出張減

物価上昇
原材料高騰

最低賃金上昇
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生衛業におけるデジタル化のメリット

■デジタル化のメリットは

■生産性とは、投入資源に対する算出成果で表されます

生産性の向上　です

この生産性向上の考え方が、「IT 導入補助金」をはじめとするさまざまな補
助金や助成金の申請のポイントとなりますので、しっかり理解しておきまし
ょう。

なお、「IT 導入補助金」の生産性の向上とは、労働生産性の向上（労働生産
性＝粗利÷総労働時間）である点に留意しましょう。

算出成果

生産性

投入資産

＝

「産出」につながらない
「投入」を減らす

つまり

経費削減

産出を増やすことができる
（できそうな）活動に取り組む

つまり

売上増加

付加価値向上

■生産性を上げるには 2 つの方法があります

売上（顧客数、平均単価）など

人（時間）、設備投資、原材料費、
エネルギーコスト　など
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デジタル化の進め方

自店・自施設の
課題を把握※ 1 目標の設定※ 2 対策の検討※ 3

デジタル化の検討※ 4

お役立ちツール
※ 1　『生産性＆効率アップ必勝ガイド』
※ 2　『生産性 & 効率アップ必勝マニュアル ~ マネジメント手法 ~　N. デジタル化への対応』
※ 3　『生産性＆効率アップ必勝マニュアル』基礎編・『今日から実践！収益力向上に向けた取組みのヒント』業種別編
※ 4　『生産性 & 効率アップ必勝マニュアル ~ マネジメント手法 ~ Ｌ . 目標の重要性』

デジタルツールの導入に向けた手順をご案内します。まずは自店・自施設の
経営上の課題を明確にし、目標を定め、それに向けた対策を検討することが
必要です。そのうえで、対策を効率的効果的に経営課題の解決に導いてくれ
るデジタルツールを活用できないか検討します。

以下の STEP ごとに、お役立ちツールがありますので活用しましょう。進
め方に迷ったら、各都道府県生活衛生営業指導センターに相談してみるのも
よいでしょう。

STEP1 STEP2 STEP3

STEP3’
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このギャップを埋めるのが施策

このまま行くとどうなるか？

こういう状態にしたい！
可能なはずだ！
このくらい必要だ！

現　状 成り行きの
将来予測

目　標

目標を設定します
生産性を向上させる方法は「コストを削減する」か「売上を増加させる」か

に大別されます。自店・自施設の課題から、どちらに取り組むべきかを考え
ましょう。

そのうえで目標を設定します。例えば、売上であれば売上増加や経費削減
の数値目標です。まずはどのくらいの売上増加や経費削減を目指すか、ある
いは両方に取り組みどのくらいの利益向上を目指すか、具体的に設定します。
設定した数値目標については、常に意識できるよう、作業机の前に「○○円
経費削減！」「○○円売上アップ！」「〇％利益アップ！」など掲げておくと
よいでしょう。

自店・自施設の課題を把握します
まずは経営上の問題点を整理し、課題を明確にします。課題の把握方法と

しては、『生産性＆効率アップ必勝ガイド』を活用したり、以下の項目ごとに
現状や問題点を書き出して、課題を把握することも有効です。

現状分析（現状の整理と課題の明確化）
（1）売上面（顧客数・平均単価）での現状・問題点と課題
（2）財務体質・コスト面での現状・問題点と課題
（3）業務プロセス面での現状・問題点と課題
（4）人員・人材面での現状・問題点と課題

厚生労働省『生活衛生関係営業の生産性向上を図るためのガイドライン・マニュアル』
2020 年度版（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou/seikatsu-eisei33/index_00002.
html）2021 年度版（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou/seikatsu-eisei33/
index_00009.html）

STEP2

STEP1



5

目標を達成するための対策を検討します
目標をブレイクダウン（分解）することで、対策をより具体的に検討するこ

とができるようになります。例えば、売上は「リピート顧客数」「口コミ紹介
新規顧客数」「口コミ以外新規顧客数」「オーダー数」「平均単価」に分解でき
ます。売上向上の目標を達成するために、何に取り組むべきか、自店・自施
設の経営分析を踏まえ設定します。

なお、対策は 1 つだけとは限りません。いくつかの対策に取り組む場合、
何から、どのように取り組むべきかについてを、取り組みやすさだけではな
く投資額などを勘案し、優先順位をつけて実践しましょう。

No 目　標 ブレイクダウン目標 対　策

1 売上向上
1.1. 顧客数増

・新規顧客数増
　口コミ紹介新規顧客数（紹介など）
　口コミ以外新規顧客数（店頭誘導など）
・リピート顧客数増

1.2. 平均単価増 ・オーダー数増（クロスセリングなど）
・単価アップ（アップセリングなど）

2 経費削減
2.1. 変動費削減 ・原価削減（材料費等ロスの削減など）

・販管費削減（業務の効率化など）
2.2. 固定費削減 ・家賃、減価償却、リースなどの削減　

デジタル化で対策をより効率的効果的にで
きないかを検討します

次ページの表は対策を効率的効果的に進めることができるデジタルツールで
す。このほかにもデジタルツールは多種多様にありますので、気になるツー
ルがあれば情報を収集し、検討しましょう。

デジタルツールの選定にあたっては、経営課題解決の実現に向け、実際に
活用し、定着が可能かどうかがポイントになります。お試しできるツールで
あれば、実際に使ってみて、自店・自施設にあっているかを確認しましょう。
なお、初めてデジタルツールを導入する場合は、できるだけコストのかから
ないものを選ぶようにしましょう。イニシャルコスト（導入費用）は安くても、
ランニングコスト（維持費用）が高いツールやソフトウェアもありますので、
投資対効果を踏まえ検討してください。

STEP3

STEP3’
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ブレイクダウン
目標 対　策

効率的で効果が期待できるデジタルツール
a ｂ ｃ ｄ ｅ f ｇ h i
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ

Ｐ
Ｏ
Ｓ
レ
ジ

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済

モ
バ
イ
ル
オ
ー
ダ
ー
シ
ス
テ
ム

業
務
の
自
動
化

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化

顧
客
管
理
ツ
ー
ル

財
務
会
計
ツ
ー
ル

人
事
・
勤
怠
ツ
ー
ル

1.1. 顧客数増 ・新規顧客数増
・リピート顧客数増 ● ● ● ●

1.2. 平均単価増 ・オーダー数増
・単価アップ ● ● ● ●

2.1. 変動費削減 ・原価削減
・販管費削減 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

例：ホームページ（HP）を開設して、来店者数を増やす

投入（Input）

HP 開設

HP 訪問者が増えるよう対策を考える HP 訪問者から来店者が増えるよう対策を考える

来店者数を達成するための HP 訪問者数を設定する
HP 訪問者の来店比率を高める対策を考える

産出（output）

HP 訪問者数増

成果（outcome）

来店者増

○○業務の
デジタル化

デジタル化し
たことで得ら
れる直接効果

直接効果から
得られる目標
とした成果

（
Ａ
Ｉ
、
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト
、

ロ
ボ
ッ
ト
等
）

対策を検討する際に気をつけたいのが産出（output）について考えること
です。ホームページを開設したからと言って、お客さまが増えるわけではあ
りません。ましてやすぐに収益がアップするわけではありません。段階を踏
んで対策を考え、検証しながら進めることが必要です。
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食肉・食鳥肉販売業はお店ごとに経営課題は異なりますが、ここで
は参考として食肉・食鳥肉販売業の経営課題を、データを踏まえ考
察します。

豚肉・鶏肉・牛肉の消費見込み量（国内生産量 + 輸入量）は、豚肉・鶏肉
ともに漸増しています。コロナ禍で、外食機会低下の一方で内食・中食の機
会が増加し、消費の見込量に大きな影響は見られていません。しかしながら、
今後も物価高騰などがおさまらない場合、消費者の節約志向から買い控えが
慢性化する懸念もあり、消費者の購買へとつながる消費喚起が業界として求
められています。

食肉・食鳥肉販売業の経営課題とは？

現状の整理

出典：農林水産省「食料需給表」より作成



8

2021 年までの食肉小売価格をみると、2020 年に牛肉（ロース）が値上が
りしていますが、それ以外の肉類は 2015 年から概ね横ばいで推移しています。
しかしながら、2022 年に入ると外部環境が大きく変化し燃料費の高騰や飼料
の高騰の動向は先行きが見えず、店頭価格に対する影響が懸念されます。また、
鶏肉については、鳥インフルエンザの流行とその対策費で小売価格の上昇が
懸念されています

一方で、世帯支出額の 2015 年以降漸増してきたものの食肉・食鳥肉の消費
は微減しました。

2023 年度以降は、外食産業は行動制限の解除、全国旅行支援、入国規制緩
和によるインバウンド需要など、徐々に回復傾向が見込まれており、加えて
中食・総菜等の需要は安定して好況を保っています。

出典 ：総務省「家計調査年報」より作成

出典：総務省「小売物価統計年報（変動係数）」統計表より作成
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食肉・食肉販売業の経営上の問題点を見ると、コロナ禍前の 2019 年 10 ～
12 月と、2022 年同期と比較すると、「仕入価格・人件費等の上昇を価格に転
嫁困難」が 72.3% と、23 ポイント上昇し、もっとも大きな問題となっています。

加工肉など、原材料や輸送費高騰から原価の上昇が続いているものの、価格
転嫁が進まない店舗も多く、売上高ではなく利益の確保も問題となっていま
す。加工工場の人員不足は続いており、人手不足や人件費高騰に対する対策
が求められます。

出典：日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調査結果」より作成



10

食肉・食鳥肉販売業の課題は、「仕入価格・人件費等の上昇」を、経営努力
でどこまで吸収できるか、吸収が難しければ、新たな販売のしくみの再構築
になります。とくに、安定した国内需要に向けて自店の強みを活かした新た
な販売方法へのチャレンジが注目されています。例えば、個人・卸売や外食・
中食・内食、地方発送・冷凍や真空パックなど、従来の事業の垣根を越えて
販売チャネルを拡大するうえでは、大型スーパーなどとの差別化において自
店の強みが明確に活かされていることが必須です。

また、こうしたチャネルの再構築の過程において、仕入先や原材料など既存
の業態に捉われずオペレーションや経費面を見直すことも必要です。

経営課題 1：変動費の適正管理の工夫
食肉食鳥だけでなく、どの生活衛生業においても「仕入れ価格・人件費等の

上昇を価格に転嫁困難」が問題点として浮上しており、改めて経費削減の余
地がないか見直す必要が生じています。特に変動費である「販売費および一
般管理費」は、確定要素である固定費と比較して、業務やサービス（例えば
原材料や仕入れ、ロス対策）を見直すことで変動費削減を検討する余地を探
します。店舗運営の現状を把握し、既存のメニュー・サービスを見直しながら、
原材料費・人件費・販売促進費・水道光熱費など多くの項目から少しずつ集
めてまとめてみましょう。

また、お客さまに値上げ（価格転嫁）の理由について、理解していただける
ような伝え方を工夫しましょう。

課題の明確化
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食肉・食鳥肉販売業の対策を検討すべき課題

自店の経営課題と照らし合わせ、必要な課題に取り組みましょう！

経営課題 2：客単価アップを目指す（平均単価増）
新規顧客開拓の取組は、効果が出るまでに時間がかかります。したがって、

いま来店されている既存のお客さまの顧客単価アップと合わせて、新規顧客
の開拓にも並行して取り組みを考えることが重要です。顧客単価アップには
２つの方法があり、①追加でもう1品２品を購入してもらう（クロスセリング）、
②価格設定の工夫や商品の付加価値を高めて価格帯を上げる。いままでより
も価格帯の高いメニューを開発し、選択肢を増やす（アップセリング）です。

顧客単価アップに向けて、専門店ならではの部位やランク、生産地などの提
案は、ハレの日需要などでの消費が見込まれます。

POS レジは、「いつ、誰に、何を、いくらで、いくつ販売したか」が、自
動的に登録・蓄積されるシステムです。こうしたお客さま情報が集積されると、
お客さまの嗜好や特別な日などの消費行動を事前に察知することができるよ
うになり、お客さまの事情に配慮した提案や購買意欲の呼び起こしが可能に
なります。対策の立案はエビデンス（消費データ、根拠）に基づき検討しま
しょう。

顧客単価の
増加

お客さまの購買行動
の把握と情報発信

新規顧客
の開拓

地域密着を目指した
情報発信は、口コミ・

リピートにも効果

変動費
管理の工夫
原材料・仕入れ
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POS レジを分析と管理に活用！

手順 1：POS レジ未導入であれば、導入を検討する
POS レジは、ターミナル型、パソコン型、最近ではタブレット型も登場し、選択の幅が広

がっています。POS レジは、「いつ、誰に、何を、いくらで、いくつ販売されたか」が、自動
的に登録・蓄積されるシステムです。

POS レジは、店舗の経営分析や販売を促進していくうえで必要なツールであり、食品小売
業のデジタル化の入口と言っても過言ではありません。なお、検討する際には、つい導入コ
ストが安いものや機能が豊富なものに目がを奪われがちですが、ツールの選択において「経
営課題や業務課題」を解決できる機能があることを確認しましょう。まずはご自身の店舗の
現状を把握し、課題を抽出した上でその解決策に向けて POS レジの導入を検討しましょう。

POS レジを導入する際には、補助金などの活用がおすすめです。『デジタル化推進の手引
き（基礎編）』の最終章⑪「IT 導入補助金の申請方法と活用のポイント」をご参照のうえ、積
極的にチャレンジしてみてください。

課題解決には、デジタルを有効に活用することがポイントとなります。こ
こでは、食肉・食鳥肉販売業の課題に対し、どのような対策が考えられるか、
デジタル活用のヒントをご紹介します。

食肉・食鳥肉販売業の経営課題解決に
向けたデジタル活用のヒント

お客さまの来店データや注文データは、店舗運営に関するさまざまなヒント
が詰まっています。販売実績や消費情報を個々のお客さまの「一連のデータ」
として集積し、そのデータをいつでも取り出せる環境を整えると、お客さまの
嗜好や購買行動を事前に察知することができるようになります。その結果、速
やかに個々のお客さまに強く訴求する提案や来店頻度の向上、呼び起こしが
可能になります。
①小売販売店であれば、自店のお客さま、時間単位、日次単位、季節需要や

ハレの日といった変動要因など目的に応じた販売実績データの収集が可能
であり、お客さまの購買傾向を推察しながら販売促進を検討します。

②卸売販売店であれば、取引先ごとの取引履歴と販売価格など、適正在庫管
理に向けた情報共有サービスを活用できます。複数の販売チャネルで販売
を行っている場合、例えば直営小売店、卸売販売それぞれ個別の売上分析
も可能です。

デジタル活用のヒント 1
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手順 2：POS レジの機能を確認し、活用する
POS レジを導入することで、販売実績や消

費情報がデジタルで集積・分析が可能となり、
商品ごとの売上推移確認や、日次 / 週次 / 月次
の集計作業を自動化できます。また、商品ごと
の原価情報を登録しておけば、粗利の集計やお
店にとって推しの商品やメニューから外すべき商
品をボタンひとつで抽出できます。

なお、POS レジは、メーカーにより使える機
能が異なりますので、導入した POS レジにど
のような機能がついているか、確認してみまし
ょう。

手順 3：POS レジを使いこなす
顧客管理の面では、性別、年齢などの属性情報によるセグメントも可能となるため、来店

客層ごとにカスタマイズした販売促進が可能となります。LINE などと連携させることにより、
これまでコストが掛かるため非現実的だったいわゆる One to One のマーケティング（個人と
消費データの紐づけによる消費行動分析）もテクノロジーの進化で実現できるようになりまし
た。

さらに、店内のオーダー受付システム、セルフオーダーやセルフレジ、事前予約や事前決済
システム、EC サイトやデリバリー、キャッシュレス端末、会計システムなどと連携させること
もできます。こうしたデジタル連携によって、店舗運営における必要なデータをモレなく体系
的に集積することが可能になり、店舗の持続的な成長を目指した的確な PDCA サイクルを回
すことができるようになります。
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食肉・食鳥肉販売店の商品の改善や単価アップの際によく聞く声

「どの商品を推せばよいかわからない」

「この商品はあまり出ないけど時々売れる」

「単価を上げることでお客さまが離れてしまうのが怖い」

ABC 分析
ABC 分析とは、売上高を基準に、商品を構成比の多い順から A、B、C のグルー

プに分け、それぞれを管理していく手法です。
ABC 分析によって、売れ筋商品や死に筋商品を客観視することにより、品揃えや

価格の見直しの不安を解消し、食品ロスを軽減する効果が期待できます。
もし惣菜や食材などの改善や優先度にお悩みの場合は、高い効果が期待できます

ので、ぜひチャレンジしましょう。
（POS レジがない場合でも、伝票から手作業で集計すれば分析できます。）

分析にあたって

全売上の 70％までを占めるメニューを A グループ累計構成費の、70 ～ 90％を占
めるメニューを B グループ、残りの 10％を C グループとして分けていきます。

多くのお店では、上位 2 ～ 3 割のメニューが売上の 7～ 8 割を占める傾向にある
ことから、このような分け方をします。
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A グループのメニューは ・・・
「主力メニュー」、「売れ筋メニュー」です。看板メニューとしてブランディングをし

たり、セット商品化して顧客単価を上げる施策が有効といえます。

B グループのメニューは・・・
そこそこ売れるメニューです。これらはプロモーションによって A グループへ格上げ

できないか？　または、適切な利益が確保できているかをチェックしていきましょう。

C グループのメニューは・・・
残念ながら売上にはあまり貢献していないメニューです。ときどき売れていると思

っていたけど実は売れていないメニューではないか？　廃棄ロスにつながっていない
か？　を見極め、場合によっては思い切ってメニューから除外することも必要です。

季節変動の影響
を除外するため
12 か月で分析し
ましょう

ABC 分析の例

分析方法
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バック業務にデジタルを活用し、経営の見える化・生産性
向上を図りましょう

視点 1：HACCP にデジタルツールを活用する
2021 年 6 月 1日より、原則として、すべての食品等事業者に HACCP に沿った衛生管理

が義務化されました。現場から寄せられる問題点は、「衛生計画書や手順書はどうつくればい
いの？」「毎日の記録をするのは大変・・・」「記録した書類や帳票を保管しておく場所に困る」
などです。これらの問題点はデジタルツールを活用することで解決することができます。

HACCP で実施すべきことは、大きくは以下の 4 点です。
　　　　１．衛生管理計画の作成と従業員への周知徹底
　　　　２．食品等の取り扱いに関する手順書の作成
　　　　３．衛生管理の実施状況を記録し、保存する
　　　　４．計画書と手順書を定期的に検証して内容を見直す

HACCP 対応アプリを活用することで、衛生計画書や手順書のテンプレートを入手、スマー
トフォンやタブレットで記録、記録データをクラウド上に保存、見直し箇所の検出など責任者
や担当者の負担軽減につながります。

ぜひ、デジタルツールを活用し、ペーパーレスな HACCP 対応を実現しましょう。

視点 2：データ収集・分析やシステム連携で、経営の見える化・
生産性向上に活用する

仕入れや在庫管理システムと会計システムとの連携により、毎日・毎月・毎年の記録が自動
的に蓄積され、集計できるようになります。日々の売上の記帳、仕入れ経費の管理、毎月の
帳簿付け、専門用語だらけの毎年の決算資料の作成など、さまざまな経理業務を負担に感じ
ている店舗責任者は多いことでしょう。これらツールを導入することで、売上金はレジ締めと
同時に売上データを自動で取り込めるようになり、仕入や経費は、請求書やレシートを、写真
に撮ることで自動に取り込めるようになります。また、レポート機能を使えば、売上、コスト、
資金繰りを一目で確認できるようにすることも可能です。

デジタル化は、販売管理（売上推移、月次、粗利確認など）や顧客管理（客
層分析、再来店誘導など）のほか、セルフオーダーシステムや事前決済システム、
EC サイトや在庫管理システムなど他のシステムとの連動により、さらなる生
産性向上につなげることができます。デジタル化による経営データの集積・経
営の見える化、生産性向上につなげましょう。

合わせてこの環境変化で変化した食材の価格構成を見直し、比較的相対的
に安く仕入れられる旬の食材メニューの割合を増やしてみましょう。

デジタル活用のヒント 2
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検索に備えて自社ホームページを整備しましょう

手順１：Google ビジネスプロフィールを活用する
一般消費者向けの商品を扱っていく場合などは、どこに店舗があるかの情報発信が欠かせ

ません。Google ビジネスプロフィールに登録すると、Google マップに店舗情報が掲載でき
るので、お客さまは探しやすくなります。最近は地図上で近隣店舗を検索する人も増えてい
るので、店舗情報の発信源の１つとしても活用できます。オーナー登録をして、自分の店舗を
Google マップに掲載し、メッセージや写真を投稿し、情報発信に活用しましょう。ほかにも、
無料掲載をしてくれるような地域紹介サイトなどがある場合は、積極的に活用しましょう。

ホームページを構成するなかでランディングページを意識しましょう。ランデ
ィングページとは、サイト訪問者を申し込みやお問い合わせに誘導するために、
自店の商品・サービスの紹介を 1 ページにまとめ、売上に直結させるページの
ことです。

食鳥肉のように一見同じような商品に見えても、実は地鶏、一般ブロイラー、
輸入品など多くの違い（歴史、日本農林規格、加工や衛生、流通、飼育方法、肉質、
旨味、香り、歯ごたえ）があり、具体的な品質の特徴をわかりやすく表現する
情報発信し注文まで簡潔させていきます。

例えば地鶏であれば、鶏刺しなど鮮やかな赤身、調理工程や食レポの動画
や画像、（視覚で喚起）⇒美味しい食べ方、ひきたたせるお酒、流通はわずか
１％などの表現（消費喚起）⇒地鶏が店頭に並ぶまでの手間と要求される専門
技術（高品質の理由）⇒　実際の消費者の喜びの声（実績による信頼）⇒　期
間限定やセットなどお得な情報（意思決定へ）⇒　通販その他販売先のリンク
まで、わかりやすくリードしましょう。　

デジタル活用のヒント 3

システム導入には多少のコストがかかりますが、集計などの業務工数が削減できるので、そ
の分、接客や販路拡大のための情報発信、オンラインショップへの対応などに時間を費やすこ
とができます。



18

手順 2：ホームページを回遊したくなる工夫をする
ホームページには、お店のこだわりや差別化ポイント、人気商品や新着ニュース、おすすめ

の調理方法やお肉の見分け方など、お客さまが興味や関心をもつコンテンツを充実させまし
ょう。

惣菜をはじめ自店にはどのような商品ラインナップがあるのか、またスーパーの大量生産
商品と何が異なるのか、自店の商品情報を分かりやすくまとめます。例えば「季節限定、旬、
地物、自家製、手づくり、直送、生、生鮮、専用、店主目利き（希少部位）、タレ、漬け込み、
油等調理材、生産農家、牧場直売、独自の仕入れルート」といったものです。こうした希少
性や消費者の関心を集めるような自店の強みや努力を出し尽くし、そのなかで特に自店のこ
だわりの背景となるものを３つ程度選定し、ランディングページでわかりやすく表現し情報発
信します。

全国食鳥肉販売業生活衛生同業組合のホームページ「キチンと知りたい鶏肉のこと！」、全
国食肉事業協同組合連合会のホームページ「おにくらぶ」など業界ならではの情報がわかり
やすく掲載されており大変に参考になります。

手順 3：ブログや SNS を通じた再訪問をめざす
新規顧客の来店促進にとっても、既存顧客のリピート拡大にとっても効果の高い情報発信

手段が、Google ビジネスプロフィール、ホームページ、SNS です。紙媒体への広告やチラ
シ配布も地域特性によっては有効ですが、リンクなどでホームページへ誘導することを意識し
ましょう。

そして、インターネット上での発信コンテンツを充実させ、来店客からオンライン購買客ま
で対応できる仕組みをめざしましょう。

購入や来店などで接点ができたお客さまには、ブログや SNS を通じてお客さまとの関係
性の構築が可能です。Google サイトでの口コミなどはこまめに反応し、お客さまとの距離
を縮めるようにしましょう。また、自店の食肉工場の見学会を開催したり、地域のイベントに
参加するといった、積極的な地域とのコミュニケーションは、ダイレクトに生の声や意見交換
ができるため、自店のファンを増やす機会として注目され始めています。既存のお客さまの
誘致を皮切りに、新規のお客さま獲得に向けて SNS などを活用して情報発信しましょう。

Instagramではシステム上、1 投稿に対し最大 30 個までハッシュタグをつけることができ
ますが、投稿に関係のないハッシュタグをつけてしまうと逆にリサーチされづらくなります。
ハッシュタグは 15 個程度を目安にしましょう。また投稿内容に関連するキーワードは毎回同
じではなく、投稿内容に合わせて微調整し、常に新規のお客さまを意識した発信を心がけま
しょう。
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JUICY DISH 焼肉南大門　の事例紹介
『令和４年度生活衛生関係営業営業者取組事例集』から北海道の焼肉店が SNS の情報

発信で LINE 公式アカウント登録者数を 2.5 倍にした事例を紹介します。

目標はホームページを刷新し、LINE を活用して、お客さまとつながる !!
（LINE 公式アカウント登録者数 2.5 倍を達成）

更新していなかったホームページ内容を見直し、メニュータイトルの変更や各ページのコン
テンツ内容を刷新。農林水産省受賞や肉・食材・調理方法のこだわりをしっかり伝え、オン
ラインサイトとの連携も進めています。

また、SNS については、LINE 公式アカウントの有効活用を進めています。年末年始の限
定商品の情報発信を行ったところ、LINE を通じてご注文をいただき、SNS の効果を実感。
これからも SNS の有効活用にチャレンジしたいと考えています。

　この写真をメインに
LINE などの SNS での
情報発信し、10 セッ
トが売れ、そのうちの
５件は LINE を通じて
の予約でした。

　LINE のチャット機能
はつかわず LINE 配信を
みて、電話でご予約をい
ただくような流れの配信
にしています。電話で予
約いただいた際に、お客
さまに確認して LINE 配
信を見て電話いただいた
ことがわかります。
　電話でお話しすること
で、お客さまの思いや本
音をスタッフがより感じ
る こ と が で き て、LINE
配信の効果を実感してい
ます。
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●経営に関しては 

●生活衛生営業者向けの各種情報に関しては

●雇用関係の助成金に関しては 

●その他の相談 

都道府県生活衛生営業指導センター 
営業活動を行う中での悩みなど、経営全般に関する相談ができます。 

https://www.seiei.or.jp/db_meibo/3.html

生活衛生営業者向けのスマートフォンアプリ「せいえい NAVI」（無料）
生活衛生関係営業に関する情報提供・検索（融資・補助金やセミナー・講習のご案内）、
先進事例の紹介、自社・自店の経営診断などの機能があります。 

各都道府県労働局またはハローワーク  
最低賃金の引上げに向けた取組みの支援（業務改善助成金）や非正規雇
用労働者の企業内キャリアアップ の促進（キャリアアップ助成金）、人
材確保などを支援する助成金（人事評価改善等助成コース・設備改善等 
支援コース）などさまざまな助成制度があります。

よろず支援拠点  
中小企業・小規模事業者が抱えるさまざまな経営課題の相談ができ、一
歩踏み込んだ専門的な助言が何度でも 無料で受けられます。 
各都道府県のよろず支援拠点のページにアクセスできます。 

https://yorozu.smrj.go.jp/

困ったときは・・・

web 

web 

web 

iPhone/iPad(App Store) Android(Google Play)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_
roudou/koyou/kyufukin/index.html

お役立ち情報



21

全国食肉生活衛生同業組合連合会の紹介
全国食肉生活衛生同業組合連合会では、衛生水準の向上及び衛生管理、生活衛生関係営業対
策事業、官公省及び上部団体との連携強化、福祉共済制度の促進等、活動を展開しています。 
http://www.zenniku-seiren.or.jp/

◎全国食肉事業協同組合連合会の紹介 
　 全国食肉事業協同組合連合会では、全国の食肉専門小売店で食肉加工製造や総菜等の商品

開発等で経営強化に成功している事例の紹介や、各種イベントの実施、お肉のギフト券の
販売等、活動を展開しています。 

　 http://ajmic.or.jp/ 

◎食品等流通合理化促進機構の紹介 
　 食品等流通合理化促進機構では、債務保証事業、食品等の流通合理化を図るために必要な

設備・機器の開発・導入の取組に対し、食品等販売事業協同組合等を支援する事業、独創
的な経営技術を駆使し、優れた経営成績を上げている全国の中小の食料品小売店や食品流
通の効率化、環境対策、地域活性化等で共同で展開する組合等を発掘し表彰している事例
の紹介等の活動を展開しています。 

　 http://www.ofsi.or.jp/

全国食鳥肉販売業生活衛生同業組合連合会の紹介
厚生労働省の指導のもと、より良質の食鳥肉を安全に消費者へ供給するために、食品衛生法を 
遵守し、設備の改善や経営の近代化を図るなど、 業界の環境衛生の向上に努めています。また、 
中小零細企業を脅かす大企業の侵略に対しては、行政の指導のもと、関係団体とのより密接
な結びつきを図ると共に、 組合員相互の強い団結力で立ち向かっています。

https://www.zenchoren.jp/ 

◎食鳥処理衛生管理者資格取得講習会の実施・PR
　 「全国食鳥肉販売業生活衛生同業組合連合会」「公益社団法人 日本食品衛生協会」「一般社団法人 日本食鳥

協会」の 3 団体合同で、食鳥処理衛生管理者資格取得講習会※を実施しています。
※「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律」（平成 2 年法律第 70 号）により、小売店において、
食鳥の処理を行う場合には、食鳥処理の事業の許可を取得し、食鳥処理衛生管理者を置かなければなりませ
ん。食鳥処理衛生管理者の資格要件の一つとして、資格取得講習会がありますが、当該講習会は、開催の都
度、講習会を開催しようとする者からの申請により、都道府県知事が登録します。 

◎税の優遇措置や融資あっせん
　 税金に関して、特別償却制度や特別控除制度、特例措置等の優遇措置があります。また貸付
　 制度等の融資あっせんも行っています。 詳しくは、都府県組合へお問い合わせください。 
　 https://www.zenchoren.jp/about/list.php 
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